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１．目  的   
環境省においては、昭和 49 年度の「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律」（化

審法）の制定により、一般環境中の化学物質の残留状況の把握を目的として化学物質環境

調査を開始した。その後、「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進

に関する法律」の施行、「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」（POPs 条約）

の発効等、環境中の化学物質に係る諸問題、政策課題への迅速かつ適切な対応等のため、

全国の自治体研究機関等が参加・協力し、今日では、(1)初期環境調査、(2)詳細環境調査及

び (3)モニタリング調査から成る化学物質環境実態調査を実施している。当研究所において

も、当初より調査を実施してきているところである。今回は、大阪府における調査地点で

のモニタリング調査結果（生物）の一部を報告する。  
 

２．方  法   
 モニタリング調査の対象物質は調査年度により若

干異なるが、H21 年度の生物については PCB 類等

POPs 条約対象物質 10 物質 (群 )等計 23 物質 (群 )であ

る。大阪府のモニタリング調査地点 (生物 )を全国の

調査地点とともに図 1 に示す。  
 
３．結果及び考察  

モニタリング調査は長期にわたり実施されている

が、その間に調査地点、分析法、生物種等の変更が

行われている。そのため、調査開始当初と最近の結

果をそのまま比較可能な値として扱うことは困難であるが、S53 年度から継続的に調査さ

れている PCB 類 (化審法制定のきっかけとなった物質 )、DDT(有機塩素系農薬 )等について

大阪府の調査地点の結果を全国の結果と合わせて示す。PCB 類の調査当初 (S55 年度 )の大

阪 府 調 査 地 点 で の 濃 度 は

0.68μg/g-wet で全国レベルで

も 高 濃 度 を 示 し た 。 近 年 は

0.2μg/g-wet 程度で推移して

いる。  
DDT(日本での農薬登録は

S46 年に失効 )の有効成分で

ある p,p’-DDT の他 o,p’-DDT、また、DDT の環境中での分解産物である o,p’-DDD、p,p’-DDD、

o,p’-DDE、 p,p’-DDE の計 6 成分のうち分解産物である p,p’-DDE は全国的 (n=29)に全ての

生物試料から検出されている。生物種のうち魚よりは鳥類で若干高い傾向が見られ、

H16-20 年度調査の平均濃度は、ムクドリ (盛岡市郊外 )： 0.12、スズキ (大阪湾・東京湾 )：
0.007・0.016μg/g-wet であった。  
参考文献：http://www.env.go.jp/chemi/kurohon/index.html 
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図 2 生物試料中の PCB 類濃度  

図 1 モニタリング調査地点 (生物 )




